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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第49期の自己資本利益率、株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

  

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高（百万円） 873 1,207 1,744 1,478 1,335

経常損益（百万円） △24 19 83 30 △40

当期純損益（百万円） 21 1 79 30 △62

純資産額（百万円） 1,127 1,054 1,099 1,091 1,068

総資産額（百万円） 1,867 1,822 1,868 1,723 1,718

１株当たり純資産額（円） 497.69 465.60 485.21 481.93 471.80

１株当たり当期純損益（円） 9.32 0.57 34.97 13.45 △27.67

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 60.4 57.9 58.8 63.3 62.1

自己資本利益率（％） 1.9 0.1 7.2 2.8 －

株価収益率（倍） 37.6 526.3 12.4 44.6 －

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△8 △69 291 12 112

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

120 △36 △89 △21 △7

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△34 △21 △62 △184 △43

現金及び現金同等物の期末残
高（百万円） 

243 116 257 64 122

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

559 
［15］

307
［459］

300
［624］

317 
［566］

444
［444］



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第49期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。 

  

  

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高（百万円） 850 1,190 1,739 1,470 1,319

経常損益（百万円） △20 16 62 44 △11

当期純損益（百万円） 2 3 64 30 △10

資本金（百万円） 413 413 413 413 413

発行済株式総数（千株） 2,265 2,265 2,265 2,265 2,265

純資産額（百万円） 1,092 1,052 1,099 1,100 1,085

総資産額（百万円） 1,794 1,755 1,778 1,633 1,654

１株当たり純資産額（円） 482.26 464.83 485.37 485.66 479.54

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間配当
額）（円） 

15 
（－）

15
（－）

15
（－）

13 
（－）

－
（－）

１株当たり当期純損益（円） 0.90 1.73 28.59 13.43 △4.81

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 60.9 60.0 61.8 67.3 65.6

自己資本利益率（％） 0.2 0.4 5.9 2.8 －

株価収益率（倍） 388.9 173.4 15.2 44.7 －

配当性向（％） 1,666.6 867.1 52.5 96.8 － 

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

24 
［15］

22
［26］

20
[25] 

20 
[27] 

20 
[21] 



２【沿革】 

 会社設立以来の主な推移は次のとおりであります。 

  

  

昭和32年10月 前代表取締役石垣敬義が資本金100万円で設立し、食料品の輸出入および製造販売の業務を開

始いたしました。 

昭和33年10月 石垣式食品殺菌法を考案し、無菌香辛料を開発、製造販売を開始いたしました。 

昭和37年２月 千葉県船橋市三山町に工場用地約300坪を取得いたしました。 

昭和39年６月 同上地に船橋工場を建設し、無菌香辛料等の製造販売を開始いたしました。 

昭和40年６月 濃縮水出し麦茶を完成し“ミネラル麦茶”と命名して製造販売を開始いたしました。 

昭和50年１月 スナックめん用の乾燥ナルト、乾燥カマボコを開発し、製造販売を開始いたしました。同じく

12月乾燥油揚を開発し、製造販売を開始いたしました。 

昭和53年３月 スティックコーヒーの製造特許が米国において認可されました。 

昭和53年４月 スナックめん用乾燥焼豚の保存方法を開発し、製造販売を開始いたしました。 

昭和54年３月 スティックコーヒーの製法特許を国内に出願し、製造販売を開始いたしました。 

昭和54年４月 スティックレモンティー・スティックミルクティーを開発し、製造販売を開始いたしました。 

昭和55年２月 インスタント茶の製法特許を国内に出願いたしました。 

昭和57年２月 同上の製法によるインスタント紅茶を生産し、同年10月よりサントリー株式会社等より発売さ

れました。 

昭和57年４月 上島珈琲株式会社等からの注文により、スティックコーヒーの生産が急増いたしました。 

昭和57年８月 胚芽入焼菓子の製法特許が認可されました。 

昭和58年10月 スマイル株式会社を吸収合併し、同社工場を以降当社浮間工場といたしました。 

昭和59年４月 東京都千代田区九段北に本社ビルを購入し、本社を移転し、これにともない研究設備の拡充を

みました。 

昭和59年12月 ウーロン茶の製造販売を開始いたしました。 

昭和60年11月 社団法人日本証券業協会に株式を店頭登録されました。（資本金１億5,075万円） 

昭和61年12月 千葉県香取郡多古町に成田空港工場を建設いたしました。 

昭和62年８月 日清製粉株式会社へ第三者割当し増資しました。（資本金４億1,325万円） 

昭和63年３月 千葉県香取郡多古町の成田空港工場を拡張いたしました。 

平成元年８月 浮間工場を廃止し、成田空港工場へ統合いたしました。 

平成３年１月 中華人民共和国山東省に合弁会社ウェイハン石垣食品有限公司を設立いたしました。 

平成４年１月 同工場にて加熱加工牛肉の生産を開始いたしました。 

平成５年２月 中華人民共和国山東省に独資会社チンタオ石垣食品有限公司を設立いたしました。 

平成８年７月 同工場にて畜産加工品の生産を開始しました。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場いたしました。 

平成17年12月 ウェイハン石垣食品有限公司を100％子会社化いたしました。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び当社の子会社２社で構成され、麦茶・ウーロン茶・杜仲茶・コーヒー・ビーフジャーキー等の一般

向商品及びレトルト具材・乾燥肉等の業務用商品の製造販売を主たる事業として行なっております。以上を事業系統図によって

示すと、次のとおりであります。 

食料品の製造販売事業・・・当社が製造・販売するほか、子会社２社が製造しております。 

  

 

  

  



４【関係会社の状況】 

 （注） 特定子会社に該当しております。 

  

  

名称 住所 資本金 主要な事業内容
議決権の所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社）    

チンタオ石垣食品有
限公司（注） 

中国山東省青島市 
2,280千米ド
ル 

食料品の製造販売
事業 

100
当社の仕入先 
役員兼任あり 

ウェイハン石垣食品
有限公司 

中国山東省青州市 322千米ドル
食料品の製造販売
事業 

100
当社の仕入先 
役員兼任あり 
資金援助あり 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．前連結会計年度に比し、従業員数が127名増加し、臨時雇用者数が122名減少しましたのは、連結子会社（チンタオ石垣

食品有限公司）の稼動状況の変動によるものです。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社グループには、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

食料品の製造販売事業 444(444) 

合計 444(444) 

    平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

20(21) 41.7 13.6 4,085,900 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格高騰による不安定要因はあるものの、企業収益の改善や設備投資の増加を背

景に個人消費も回復傾向を示し、景気回復が鮮明となる状況で推移しました。 

食品業界におきましては、さらなる安全性への取り組みが求められる一方で、原油高騰による包装材料等コスト上昇の影響が

大きな課題となるに至っております。 

こうした中で、当社グループにおきましては、自社ブランド主力商品であるフジミネラル麦茶について宣伝広告活動を通じて

ブランド価値向上を図り、売り上げ伸長が続いているビーフジャーキーについては販路拡大に注力いたしました。 

その結果、一般向商品では、麦茶類がシーズン前半の低調が影響し減収、ビーフジャーキー類は米国産牛肉輸入再停止の間接

的な影響で今年に入り伸びが一時的に止まった時期がありましたが通期では増収、烏龍茶・杜仲茶類は減収でした。以上によ

り、一般向商品の売上高は、前連結会計年度比1.2％減の491百万円となりました。 

業務用商品では、レトルト具材（カップめん具材用）が、高価格帯カップ麺の売れ行き不振の影響を受け減収、乾燥肉類は増

収となりました。以上により、業務用商品の売上高は、前連結会計年度比13.9％減の843百万円となりました。 

この結果総売上高は、前連結会計年度比9.7％減の1,335百万円となりました。 

収益面においては、ビーフジャーキー類が増収となり収益に寄与した一方で、中国生産子会社チンタオ石垣食品有限公司が稼

働率低調および棚卸資産等の評価損計上により損失となったこと、役員退職慰労金の計上により販売費一般管理費が増加したこ

と等により、営業損失37百万円（前連結会計年度は営業利益27百万円）、経常損失40百万円（前連結会計年度は経常利益30百万

円）、当期純損失62百万円（前連結会計年度は当期純利益30百万円）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、前述の通り食料品の製造販売事業が100％を占めております。 

  

 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

日 本 一般向商品は前連結会計年度並みだったものの、業務用商品の不振により、売上高1,319百万円（前連結会計年度比

10.3％減）、営業利益65百万円（前連結会計年度比32.3％減）となりました。 

中 国 業務用商品の対日輸出が大半を占めており、売上高618百万円（前連結会計年度比16.3％増）となりましたが、稼働

率の低下により営業損失27百万円（前連結会計年度比107.9％増）となりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

  当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、売上債権の大幅な減少等により前連結会

計年度末に比べ57百万円増加し、当連結会計年度末には122百万円となりました。 

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動の結果得られた資金は112百万円（前年同期比799.3％増）となりました。この増加は主に売上債権の大幅な減少によ

るものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動の結果使用した資金は7百万円（同63.7％減）となりました。この減少は主に投資有価証券の売却による収入があった

ことによるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動の結果使用した資金は43百万円（同76.2％減）となりました。この減少は主に前連結会計年度において短期借入金の

返済があったことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社グループは、他社ブランド製品を含めて見込生産を行なっており、受注生産はほとんどおこなっておりません。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

一般向商品では、麦茶類においては、長期的な売り上げ減少傾向に歯止めをかけることが大きな課題となっており、競合品との差

別化を図るべく商品自体の改良を行います。ビーフジャーキーについては、引き続き成長していくための販路拡大が課題となってき

ておりますが、これについては、自社ブランド以外のＯＥＭ供給も含め新たな販売先の開拓を行ってまいります。 

業務用商品では、レトルト具材類（カップ麺用）は商品の性質上、搭載されているカップ麺の売れ行きが大きく影響し、レトルト

生産ラインの稼動が安定しない点が課題であり、これについては、従来の高価格カップ麺向け具材中心の生産体制から普及価格帯

カップ麺向け具材等の生産アイテムを増加拡充していくことで、稼動の安定化を計ります。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

食料品の製造販売事業（百万円） 1,330 93.9 

合計（百万円） 1,330 93.9 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

食料品の製造販売事業（百万円） 1,335 90.3 

合計（百万円） 1,335 90.3 

相手先 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

日清食品㈱ 955 64.7 813 60.9 



４【事業等のリスク】 

(1) 特定販売先への依存について 

当連結会計年度における連結売上高のうち60.9％が、日清食品株式会社に対する売上であり、高い比率を占めております。これは

レトルト具材（カップ麺具材用）を主とする中国子会社生産の業務用食品の売上比率が増加していることによるものであります。当

社グループとしましては品質向上や品質改善に努めこの売上を維持する一方、一般向自社ブランド食品においても麦茶類の売り上げ

回復および麦茶類に次ぐ売上高となったビーフジャーキー類の販路を拡大する等、特定取引先以外の売り上げを拡大する方針であり

ます。しかし、販売先の分散化が進んでいない段階で当該販売先による当社グループ及び当社グループ製品に対する取引方針が変化

した場合には当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

(2) 特定国での生産への依存について 

当連結会計年度における連結売上高のうち75.7％が、中国生産子会社チンタオ石垣食品有限公司ならびにウェイハン石垣食品有限

公司で生産した商品の売上であり、高い比率を占めております。当社グループとしましては生産・輸入について安定した商品供給に

努め、この輸入販売を維持する方針であります。しかし、依存度の高い中国からの輸入について、日本および中国の政策や貿易環境

等が変化した場合には当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

(3) 麦茶市場について 

麦茶市場は、少子化の影響により主要顧客が減少傾向に入っているといえ、今後ますます競争が激化する可能性があります。当社

グループとしましては、商品のリニューアルや積極的な広告戦略により売上の維持を目指していく方針であります。しかし、単価下

落や顧客の減少が今後も引き続いた場合には、当社グループは売上に影響を受ける可能性が高くなります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 当社グループは「良い新食品を開発する」という方針のもと、特色を生かした研究及び商品開発活動を行なっております。主な研

究開発分野の該当は次のとおりであります。 

(1)茶関連分野 

 麦茶等既存商品については、品質向上と生産性向上に関する技術の研究に取り組んでおります。また、消費者の健康志向に適した

健康茶の研究・開発を進めております。 

 その他当連結会計年度の代表的なテーマは以下のとおりです。 

 消費者の健康志向にあわせた健康茶の研究開発 

 茶抽出技術を応用した珈琲関連商品（レギュラー及びインスタント）の研究 

(2)食材関連分野 

 レトルト具材・乾燥具材については、消費者の本物志向に対応した食感・風味にこだわった商品の研究に取り組んでおります。 

 また、海外工場で調達・加工した加工食品・食材の開発輸入を行なうべく研究・開発に力を入れております。 

  

 当連結会計年度の上記研究開発費の総額は24,759千円であります。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 (1)当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、一般向け商品について、麦茶類が減収、ビーフジャーキー類は増収で、合計では、

わずかながら減収となりました。業務用商品については、レトルト具材が減少し、合計でも減収となりました。この結果、売上高は

前会計年度対比90.3％となっております。 

利益面では、売上高の減少、中国生産子会社チンタオ石垣食品有限公司が稼働率低調に加え、棚卸資産等の評価損計上により損失と

なったこと、および役員退職慰労金の計上による販管費の増加が損失計上の主な要因となっております。 

  

(2)経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループにおいては、構成比率が増加しているレトルト具材（カップ麺具材用）は、得意先からの受注状況により売り上げが

拡大または低下する可能性があります。麦茶類をはじめとする一般向商品を取り巻く事業環境は非常に競争が厳しくなっており、主

力商品である麦茶類は少子化による市場縮小及びデフレの影響を受け、ここ数年単価が下落する傾向にあります。またビーフジャー

キーについては、国内外でのＢＳＥ発生等食肉に関する事件が再発することがあれば、輸入・販売に関して影響を受ける可能性があ

ります。 

  

(3)現状と見通し 

当社グループとしましては、これらの状況を踏まえて、当社グループが持つミネラル麦茶のブランドを活かし、広告宣伝等により

その地位を確固たるものとする一方、売り上げが伸張しているビーフジャーキー類を中心に、新製品を積極的に投入する事で一般向

商品の売上の底上げを狙うものであります。業務用商品については、売上を維持すべく新商材の開発、品質改善等の努力に継続して

当たって参ります。 

  

(4)資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より99百万円多い112百万円のキャッシュを

得ております。この増加は主に、売上債権の大幅な減少によるものです。 

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

設備投資等の概要につきましては、特記すべき事項はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

  

(1）提出会社 

  

(2）在外子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品及び委託加工先への無償貸与資産であります。 

２．従業員数の（ ）は臨時雇用者数を外書しております。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 

  

  

      平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地
（面積千㎡）

その他 合計 

船橋工場 
（千葉県船橋市） 

食料品の製造販
売事業 

食品製造 2 9
18
(1)

0 31 
2
(7)

成田空港工場 
（千葉県香取郡） 

食料品の製造販
売事業 

食品製造 20 2
112
(16)

0 135 
3
(13)

本社 
（東京都千代田区） 

全社統括業務 統括業務施設 79 0
336
(0)

1 417 15

         平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

土地
（面積千㎡）

その他 合計 

チンタオ石垣食品
有限公司 

本社・工場 
（中国山東省
青島市） 

食料品の製造
販売事業 

食品製造 106 99
－
(－)

12 219 
395
(268)

ウェイハン石垣食
品有限公司 

本社・工場 
（中国山東省
青州市） 

食料品の製造
販売事業 

食品製造 6 2
－
(－)

0 9 
29
(47)



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償 

第三者割当 

発行価格  2,100円 

資本組入額 1,050円 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注） 自己株式800株は、「単元未満株式の状況」に800株を含めて記載しております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 8,000,000 

計 8,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 2,265,000 2,265,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 2,265,000 2,265,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

昭和61年８月23日 250 2,265 262,500 413,250 262,500 278,950

    平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 2 － 16 － － 600 618 － 

所有株式数 
（単元） － 65 － 458 － － 1,739 2,262 3,000 

所有株式数の
割合（％） － 2.9 － 20.2 － － 76.9 100 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が653千株あります。 

２．前事業年度末現在主要株主であった石垣敬義氏は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。 

３．前事業年度末現在主要株主でなかった石垣裕義氏は、当事業年度末では主要株主となっております。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

    平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

石垣 裕義 千葉県市川市 696 30.75 

㈱石垣共栄会 東京都文京区白山５丁目24番10号 366 16.16 

石垣 靖子 東京都文京区 209 9.25 

㈱さくらカラメル 大阪府八尾市上尾町４丁目１番10号 76 3.36 

杉浦 由美子 神奈川県横浜市 64 2.83 

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 64 2.83 

石垣 惠美子 東京都文京区 21 0.95 

渡会 恒久 愛知県名古屋市 11 0.49 

高梨 武二郎 千葉県山武郡横芝町 10 0.44 

中島 和信 東京都渋谷区 10 0.44 

黒瀬 承平 広島県福山市 10 0.44 

計 － 1,538 67.92 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,262,000 2,262 － 

単元未満株式 普通株式   3,000 －
１単元（1,000株）未
満の株式 

発行済株式総数 2,265,000 － － 

総株主の議決権 － 2,262 － 



②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

    平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

当社は、創業以来一貫して株主への利益還元を重要な課題のひとつと考えて事業の経営にあたっております。今後も当期利益

額の範囲内において高水準の配当を行っていく方針でございます。 

しかし当事業年度においては当期純損失を計上しており、遺憾ながら無配とすることといたしました。今後は、黒字化および

復配を目指し、内部留保資金は経営体質のいっそうの充実並びに将来の事業展開に役立てる所存であります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業協会の公表

のものであります。なお、第48期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のものであります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 380 390 530
600
※515 

654 

最低（円） 330 291 295
475
※450 

485 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 550 580 590 620 654 579 

最低（円） 525 547 552 580 560 530 



５【役員の状況】 

 （注）１．取締役杉浦友昭は、取締役社長石垣裕義の義兄であります。 

２．監査役杉浦由美子は、取締役社長石垣裕義の姉であります。 

３．取締役片平亮太氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

４．監査役松本智氏および杉浦由美子氏の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役社長 
（代表取締
役） 

  石垣 裕義 昭和36年12月12日生

昭和60年３月 慶應義塾大学商学部卒 

昭和60年４月 当社入社 

平成元年11月 当社営業部長就任 

平成２年６月 当社取締役就任 

平成４年６月 当社常務取締役就任 

平成10年６月 当社代表取締役社長就任（現

任） 

696

取締役 製造部長 原 久 昭和24年９月25日生

昭和47年３月 日本大学農獣医学部卒 

昭和47年４月 沼津蒲鉾漁業組合入社 

昭和51年１月 当社入社 

平成２年６月 当社取締役就任（現任） 

平成２年７月 当社製造部長就任（現任） 

3

取締役 海外部長 杉浦 友昭 昭和33年２月９日生

昭和55年３月 慶應義塾大学工学部卒 

昭和57年３月 慶応義塾大学院卒 

昭和57年４月 株式会社小松製作所入社 

昭和61年４月 当社入社 

平成４年６月 当社海外部長就任（現任） 

当社取締役就任（現任） 

2

取締役   片平 亮太 昭和21年２月22日生

昭和43年３月 日本大学農獣医学部卒 

昭和62年４月 食品技術研究所フーズ代表就任

（現任） 

平成８年６月 当社取締役就任（現任） 

－

監査役   松本 智 昭和19年８月11日生

昭和43年３月 東京経済大学経済学部卒 

昭和43年４月 日本勧業角丸証券株式会社入社 

平成６年８月 同社取締役就任 

平成８年６月 同社常勤監査役就任 

平成13年６月 当社監査役就任（現任） 

平成13年６月 株式会社勧角エンタープライズ 

監査役就任（現任） 

－

監査役   杉浦 由美子 昭和34年７月27日生
昭和57年３月 日本女子大学家政学部卒 

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 
64

        計 765



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社はコーポレート・ガバナンスに関して、経営の透明性、公平性の確保及び企業価値の最大化を図ることを経営上の重要課題と

することを基本的な考え方としております。 

  

(1)会社の機関の内容 

①会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用しており、監査役と当社との取引関係はありません。 

 取締役4名のうち1名及び監査役を社外から登用し、経営管理体制を強化しております。また、迅速な意思決定を図るために、監査

役、社外取締役を含む役員全員が出席する取締役会を月1回の割合で開催し、月次業績および経営課題についての討議、重要事項の決

定、業務執行の監視を行っております。 

 なお監査役のうち１名は、役員と２親等内の親族関係にあります。 

  

②内部統制システムの整備の状況 

 当社は、平成18年3月31日現在の従業員数が20名と小規模の組織ではあり、内部監査の組織は有しておりませんが、各部署の業務分

担を明確にし、不正誤謬が発生しない様な内部牽制体制を構築しております。 

  

(2)リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理は、業務執行にあたる取締役のほか、監査役、社外取締役を含む役員全員が出席する取締役会が、その監視等に

あたるものであります。 

  

(3)役員報酬の内容 

 当社の社内取締役に対する年間報酬総額は33百万円で、全額金銭によるものであります。 

 社外取締役に対する年間報酬総額は4百万円で、全額金銭によるものであります。 

 また、当社の監査役に対する年間報酬総額は3百万円で全額社外監査役に対する金銭によるものであります。 

  

(4)監査報酬の内容 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 5百万円 

 上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

(5)会計監査の状況 

①業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

細井和昭（中央青山監査法人） 

川村一晴（中央青山監査法人） 

②監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ３名 

会計士補 ３名 

  



第５【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正

前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第48期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正

前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当連結

会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに第48期事業年度（平成16年４月１日から平成17

年３月31日まで）及び第49期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人

により監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

   
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   71,084   128,985  

２．受取手形及び売掛金   405,438   278,885  

３．たな卸資産   221,597   189,727  

４．繰延税金資産   22,022   16,243  

５．その他   16,044   54,167  

貸倒引当金   △52   △3,005  

流動資産合計   736,135 42.7  665,004 38.7 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産 ※１       

(1）建物及び構築物   204,003   215,968  

(2）機械装置及び運搬具   92,816   112,375  

(3）土地   467,107   467,107  

(4）その他   15,913   15,384  

有形固定資産合計   779,839 45.3  810,835 47.2 

２．無形固定資産   36,223 2.1  36,839 2.1 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   171,088   205,600  

(2）その他   52   579  

貸倒引当金   －   △1  

投資その他の資産合計   171,141 9.9  206,178 12.0 

固定資産合計   987,205 57.3  1,053,853 61.3 

資産合計   1,723,340 100.0 1,718,857 100.0

     



  

  

   
前連結会計年度

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛金   99,536 86,784 

２．短期借入金   424,324 419,835 

３．未払法人税等   2,991 1,828 

４．賞与引当金   7,495 7,985 

５．未払金   59,495 84,835 

６．その他   8,650 11,463 

流動負債合計   602,493 35.0 612,732 35.7

Ⅱ 固定負債    

１．繰延税金負債   19,650 37,872 

固定負債合計   19,650 1.1 37,872 2.2

負債合計   622,144 36.1 650,604 37.9

     

（少数株主持分）    

少数株主持分   9,609 0.6 － －

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２  413,250 24.0 413,250 24.0

Ⅱ 資本剰余金   278,950 16.2 278,950 16.2

Ⅲ 利益剰余金   406,001 23.5 313,882 18.3

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  28,630 1.6 55,180 3.2

Ⅴ 為替換算調整勘定   △35,244 △2.0 7,429 0.4

Ⅵ 自己株式 ※３  － － △440 △0.0

資本合計   1,091,587 63.3 1,068,252 62.1

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  1,723,340 100.0 1,718,857 100.0

     



②【連結損益計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   1,478,215 100.0 1,335,534 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２  1,036,961 70.1 952,909 71.4

売上総利益   441,254 29.9 382,624 28.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1.2  414,080 28.0 420,174 31.4

営業利益又は営業損失
（△） 

  27,174 1.8 △37,550 △2.8

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  118 94  

２．受取配当金  1,688 2,607  

３．為替差益  6,834 292  

４．連結調整勘定償却額  － 1,090  

５．その他  2,123 10,764 0.7 1,002 5,087 0.4

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  7,195 6,393  

２．その他  662 7,858 0.5 1,445 7,839 0.6

経常利益又は経常損失
（△） 

  30,080 2.0 △40,301 △3.0

Ⅵ 特別利益    

１．前期損益修正益 ※３ 12,421 3,144  

２．投資有価証券売却益  － 9,861  

３．その他  － 12,421 0.8 386 13,392 1.0

Ⅶ 特別損失    

１．前期損益修正損 ※４ 3,611 494  

２．原材料等評価損  － 27,789  

３．減損損失  － 3,611 0.2 569 28,853 2.2

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失（△） 

  38,890 2.6 △55,762 △4.2

法人税、住民税及び事
業税 

 786 1,052  

法人税等調整額  7,281 8,067 0.5 5,778 6,831 0.5

少数株主利益   350 0.0 79 0.0

当期純利益又は当期純
損失（△） 

  30,472 2.1 △62,673 △4.7

     



③【連結剰余金計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  278,950 278,950 

Ⅱ 資本剰余金期末残高  278,950 278,950 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  409,504 406,001 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．当期純利益  30,472 30,472 － － 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金  33,975 29,445

２．当期純損失  － 33,975 62,673 92,118 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  406,001 313,882 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失（△） 

 38,890 △55,762 

減価償却費  33,293 36,352 

貸倒引当金の増減額  △29 2,949 

賞与引当金の増加額  795 490 

受取利息及び受取配当
金 

 △1,806 △2,702 

支払利息  7,195 6,393 

為替差損益  △6,834 △1,003 

投資有価証券売却益  － △9,861 

原材料等評価損  － 27,789 

売上債権の増減額  △945 128,595 

たな卸資産の増減額  △63,012 20,824 

仕入債務の減少額  △860 △19,793 

未払消費税等の増加額  2,134 3,468 

未払金の増加額  15,860 21,650 

その他  △5,949 △41,507 

小計  18,731 117,883 

利息及び配当金の受取
額 

 1,806 2,702 

利息の支払額  △7,032 △7,124 

法人税等の支払額  △1,009 △1,083 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 12,495 112,378 



  

  

  次へ 

   
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

定期預金の預入による
支出 

 △1 △1 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △4,876 △5,606 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △16,419 △27,160 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 － 25,029 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △21,297 △7,739 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の純減少  △156,861 △8,111 

配当金の支払額  △27,857 △35,386 

自己株式の取得  － △440 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △184,719 △43,937 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 661 △2,802 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額 

 △192,859 57,899 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 257,846 64,987 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 64,987 122,886 

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社はウェイハン石垣食品有限公司

及びチンタオ石垣食品有限公司の２社で

あり、いずれも連結子会社であります。 

同左 

２．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は12月31日です。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しており、

連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

同左 

３．会計処理基準に関する事

項 

  

  

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

同左 

  ② たな卸資産 ② たな卸資産 

  製品、半製品、原材料、貯蔵品 製品、半製品、原材料、貯蔵品 

  主として総平均法による原価法 同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 当社は定率法、在外連結子会社は所

在地国の会計基準に基づく定額法によ

っております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

同左 

  
  

建物 17－50年 

機械及び装置 ９年 

  

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

   当社は定額法、在外連結子会社は所

在地国の会計基準に基づく定額法によ

っております。 

同左 



  

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 当社は債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 在外連結子会社は所在地国の会計基

準の規定に基づいた期末売上債権の一

定額を計上しております。 

同左 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

   当社は従業員に対して支給する賞与

の支払に充てるため、将来の支給見込

額を計上しております。 

同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

① 当社は従業員の退職金の支給に備え

るために中小企業退職金共済制度に加

入しております。 

同左 

  ② 消費税等の会計処理は税抜方式によ

っております。 

同左 

４．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては全面時価評価法によっておりま

す。 

同左 

５．連結調整勘定の償却に関

する事項 

―――  連結調整勘定の償却については一括償

却を行っております。 

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税金等調整前当期純損失は569千円増

加しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

（連結損益計算書関係） 

  

前連結会計年度
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（平成18年３月31日） 

  
※１ 有形固定資産の減価償却累計額 541,660千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 585,686千円

※２ 当社の発行済株式総数は普通株式2,265,000株で

あります。 

※２ 当社の発行済株式総数は普通株式2,265,000株で

あります。 

――― ※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式800株

であります。 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は以

下のとおりです。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は以

下のとおりです。 
  

  

販売促進費 102,199千円

運賃 49,756 

広告宣伝費 57,822 

役員報酬 40,128 

給料手当 63,879 

賞与引当金繰入額 3,907 

販売促進費 96,624千円

運賃 48,603 

広告宣伝費 40,055 

役員報酬 42,488 

給料手当 68,721 

賞与引当金繰入額 4,601 

役員退職慰労金 27,140 

※２ 一般管理費及び製造費用に含まれる試験研究費 ※２ 一般管理費及び製造費用に含まれる試験研究費 

29,020千円 24,759千円 

※３ 主なものは以下のとおりであります。 ※３ 主なものは以下のとおりであります。 

過年度消費税還付額 11,987千円 過年度福利基金補正 3,144千円

※４ 主なものは以下のとおりであります。 ※４ 主なものは以下のとおりであります。 

過年度輸入関税補正 1,839千円

過年度土地使用料 1,720千円

過年度輸入関税補正 494千円



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係（平成17年３月31日現

在） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関係（平成18年３月31日現

在） 
  
現金及び預金勘定 71,084千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △6,097千円

現金及び現金同等物 64,987千円

現金及び預金勘定 128,985千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △6,098千円

現金及び現金同等物 122,886千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

有形固定資産 
（その他） 

11,089 5,014 6,075

無形固定資産 9,987 5,992 3,995

合計 21,076 11,006 10,070

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

有形固定資産
（その他） 

11,089 7,231 3,857 

無形固定資産 9,987 7,990 1,997 

合計 21,076 15,222 5,854 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してい

ます。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 4,215千円

１年超 5,854千円

合計 10,070千円

１年内 4,215千円

１年超 1,639千円

合計 5,854千円

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しています。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 4,215千円

減価償却費相当額 4,215千円

支払リース料 4,215千円

減価償却費相当額 4,215千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度 

その他有価証券で時価のあるもの（平成17年３月31日現在） 

  

当連結会計年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日現在） 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

  

  次へ 

  種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

(1）株式 122,808 171,088 48,280 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 122,808 171,088 48,280 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 122,808 171,088 48,280 

  種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

(1）株式 112,547 205,600 93,052 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 112,547 205,600 93,052 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 112,547 205,600 93,052 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

25,029 9,861 ― 



（デリバティブ取引関係） 

 当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月

31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

 当社は、従業員の退職金の支給に備えるために中小企業退職金共済制度に加入しており、退職一時金制度は設定していない

ため該当事項はありません。 

  

（税効果会計関係） 

  

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は次のとお

りです。 

(1）繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は次のとお

りです。 
  

  

繰延税金資産  

賞与引当金 3,050千円

外形標準課税 904千円

原材料等評価損 6,023千円

繰越欠損金 170,467千円

繰延税金資産小計 180,446千円

評価性引当額 △158,423千円

繰延税金資産合計 22,022千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 19,650千円

繰延税金負債合計 19,650千円

繰延税金資産  

賞与引当金 3,249千円

外形標準課税 436千円

原材料等評価損 16,582千円

貸倒引当金繰入 1,190千円

その他 3,294千円

繰越欠損金 165,883千円

繰延税金資産小計 190,634千円

評価性引当額 △174,390千円

繰延税金資産合計 16,243千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 37,872千円

繰延税金負債合計 37,872千円

(2）法定実効税率と「税効果会計適用後の法人税等の負

担率」との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

(2）法定実効税率と「税効果会計適用後の法人税等の負

担率」との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 
  
法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

住民税均等割 1.9％ 

評価性引当金の増減 △23.9％ 

その他 2.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.7％ 

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を

しておりません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結グループは食品の専門メーカーとして、同一セグメントに属する一般向商品及び業務用商品の製造、加工、販売を

行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法 

国別に区分しております。 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

56,842千円及び74,748千円であり、その主なものは当社の総務・経理等の管理部門にかかる費用であります。 

３．前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、384,366千円

及び517,248千円であり、その主なものは、当社での余資運用資金（現金預金及び有価証券）、繰延税金資産、管理部門

にかかる資産であります。 

  

  日本（千円） 中国（千円） 計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益   

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 1,470,205 8,010 1,478,215 － 1,478,215

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ 524,083 524,083 (524,083) －

計 1,470,205 532,093 2,002,299 (524,083) 1,478,215

営業費用 1,374,187 545,168 1,919,355 (468,313) 1,451,041

営業利益 96,017 (13,074) 82,943 (55,769) 27,174

Ⅱ．資産 1,249,085 426,751 1,675,836 47,503 1,723,340

  日本（千円） 中国（千円） 計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益   

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 1,319,192 16,342 1,335,534 － 1,335,534

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ 602,570 602,570 (602,570) －

計 1,319,192 618,913 1,938,105 (602,570) 1,335,534

営業費用 1,254,152 646,100 1,900,253 (527,168) 1,373,084

営業利益 65,039 (27,187) 37,851 (75,402) (37,550)

Ⅱ．資産 1,136,918 522,240 1,659,158 59,698 1,718,857



【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略

しております。 

  

  



【関連当事者との取引】 

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 481円93銭

１株当たり当期純利益 13円45銭

１株当たり純資産額 471円80銭

１株当たり当期純損失 27円67銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 

  
前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純損益（千円） 30,472 △62,673 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損益（千円） 30,472 △62,673 

期中平均株式数（株） 2,265,000 2,264,701 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 （注） 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 424,324 419,835 1.56 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

計 424,324 419,835 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   26,766 86,461 

２．受取手形   12,285 12,182 

３．売掛金   387,427 265,919 

４．製品   81,036 72,109 

５．半製品   4,515 1,848 

６．原材料   21,076 19,021 

７．貯蔵品   666 555 

８．短期貸付金   － 500 

９．前渡金 ※４  38,072 101,143 

10．前払費用   3,926 1,275 

11．繰延税金資産   22,022 16,243 

12．未収入金 ※４  2,055 1,512 

13．仮払金   5 4 

14．貸倒引当金   △60 △77 

流動資産合計   599,796 36.7 578,701 35.0

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※１   

(1）建物   107,001 101,657 

(2）構築物   1,297 1,177 

(3）機械及び装置   13,788 12,719 

(4）車両運搬具   175 155 

(5）工具器具備品   2,133 1,899 

(6）土地   467,107 467,107 

有形固定資産合計   591,503 36.2 584,717 35.3

２．無形固定資産    

(1）電話加入権   1,454 841 

無形固定資産合計   1,454 0.1 841 0.1



   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券   171,088 205,600 

(2）関係会社出資金   266,848 280,763 

(3）長期貸付金   － 470 

(4）関係会社長期貸付金   2,709 2,963 

(5）長期前払費用   42 109 

(6）差入保証金   10 － 

(7）貸倒引当金   △0 △1 

投資その他の資産合計   440,697 27.0 489,905 29.6

固定資産合計   1,033,655 63.3 1,075,465 65.0

資産合計   1,633,451 100.0 1,654,166 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形   18,703 22,101 

２．買掛金 ※４  41,535 38,515 

３．短期借入金   400,000 400,000 

４．未払金   34,713 49,604 

５．未払費用   4,846 5,072 

６．未払法人税等   2,944 1,811 

７．預り金   3,525 2,399 

８．未払消費税等   － 3,014 

９．賞与引当金   7,495 7,985 

流動負債合計   513,765 31.5 530,505 32.1

Ⅱ 固定負債    

１．繰延税金負債   19,650 37,872 

固定負債合計   19,650 1.2 37,872 2.3

負債合計   533,415 32.7 568,378 34.4



  

  

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２  413,250 25.3 413,250 25.0

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  278,950 278,950  

資本剰余金合計   278,950 17.1 278,950 16.8

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  67,800 67,800  

２．任意積立金    

(1）別途積立金  200,000 200,000  

３．当期未処分利益  111,406 71,048  

利益剰余金合計   379,206 23.2 338,848 20.5

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  28,630 1.7 55,180 3.3

Ⅴ 自己株式 ※３  － － △440 △0.0

資本合計   1,100,036 67.3 1,085,788 65.6

負債・資本合計   1,633,451 100.0 1,654,166 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   1,470,205 100.0 1,319,192 100.0

Ⅱ 売上原価    

１．期首製品たな卸高  44,082 81,036  

２．当期製品製造原価 ※2.3 1,098,563 958,752  

合計  1,142,646 1,039,789  

３．期末製品たな卸高  81,036 1,061,609 72.2 72,109 967,679 73.4

売上総利益   408,595 27.8 351,512 26.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1.2   

１．販売費  250,000 226,273  

２．一般管理費  119,420 369,420 25.1 134,947 361,221 27.4

営業利益又は営業損失
（△） 

  39,175 2.7 △9,708 △0.7

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息 ※３ 1,909 60  

２．受取配当金  1,688 2,607  

３．為替差益  6,834 1,003  

４．その他  847 11,279 0.7 975 4,646 0.3

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  5,662 5,294  

２．その他  662 6,325 0.4 989 6,284 0.5

経常利益又は経常損失
（△） 

  44,128 3.0 △11,346 △0.9

Ⅵ 特別利益    

１．前期損益修正益 ※４ 12,448 －  

２．投資有価証券売却益  － 9,861  

３．現物出資益 ※３ 7,131 19,580 1.3 － 9,861 0.8

     



  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１．前期損益修正損 ※５ 1,839 493  

２．原材料等評価損  － 1,846  

３．関係会社支援損  23,423 －  

４．減損損失  － 25,262 1.7 569 2,909 0.2

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失
（△） 

  38,446 2.6 △4,394 △0.3

法人税、住民税及び事
業税 

 740 740  

法人税等調整額  7,281 8,021 0.5 5,778 6,518 0.5

当期純利益又は当期純
損失（△） 

  30,425 2.1 △10,913 △0.8

前期繰越利益   80,980 81,961 

当期未処分利益   111,406 71,048 

     



製造原価明細書 

  

（原価計算の方法） 

 実際原価に基づく組別総合原価計算によっております。 

  

 （注） ※１ 主な内訳は次の通りであります。 

  

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費  952,860 87.4 838,560  87.7

Ⅱ 労務費  82,775 7.6 75,982  7.9

Ⅲ 外注加工費  9,216 0.8 7,273  0.8

Ⅳ 経費 ※１ 46,022 4.2 34,269  3.6

当期総製造費用   1,090,874 100.0 956,086 100.0

期首半製品たな卸高   12,204 4,515 

合計   1,103,078 960,601 

期末半製品たな卸高   4,515 1,848 

当期製品製造原価   1,098,563 958,752 

  
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

水道光熱費 3,704 3,666 

保管料 6,104 789 

消耗品費 8,590 7,107 

減価償却費 11,504 2,972 



③【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
前事業年度
株主総会承認日 

（平成17年６月29日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  111,406 71,048 

Ⅱ 利益処分額  

１．配当金  29,445 29,445 － － 

Ⅲ 次期繰越利益  81,961 71,048 

   



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 その他有価証券  

時価のあるもの 時価のあるもの  

   決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。 

同左 

 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品、半製品、原材料、貯蔵品 製品、半製品、原材料、貯蔵品 

 総平均法による原価法 同左  

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 有形固定資産  

定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

同左 

  
  

建物 17－50年 

機械及び装置 ９年 

  
 

  無形固定資産 無形固定資産  

  定額法 同左  

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金  

   債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金  

   従業員に対して支給する賞与の支払

に充てるため、将来の支給見込額を計

上しております。 

同左 

 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）従業員の退職金の支給に備えるため

に中小企業退職金共済制度に加入して

おります。 

(1）      同左 

   

  (2）消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(2）      同左 

  
 



会計処理方法の変更 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税引前当期純損失は569千円増加して

おります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

  
※１ 有形固定資産の減価償却累計額 452,468千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 457,249千円

  
※２ 発行する株式の総数 普通株式 8,000,000株

発行済株式の総数 普通株式 2,265,000株

※２ 発行する株式の総数 普通株式 8,000,000株

発行済株式の総数 普通株式 2,265,000株

――― ※３ 自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式800株

であります。 

※４ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

※４ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 
  

前渡金 38,072千円

未収入金 392千円

買掛金 7,997千円

前渡金 101,143千円

未収入金 488千円

買掛金 13,076千円

５ 偶発債務 ５ 偶発債務 

 下記の会社の金融機関からの借入金に対して次の

とおり債務保証を行っております。 

 下記の会社の金融機関からの借入金に対して次の

とおり債務保証を行っております。 
  

チンタオ石垣食品有限公司 25,133千円 チンタオ石垣食品有限公司 15,858千円

６ 配当制限 ６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は28,630千

円であります。 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は55,180千

円であります。 



（損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 
  
(1）販売費  

販売促進費 102,199千円

運賃 37,156 

広告宣伝費 57,822 

給料手当 30,202 

賞与引当金繰入 2,233 

(2）一般管理費   

役員報酬 40,128 

給料手当 19,143 

賞与引当金繰入額 1,674 

減価償却費 4,512 

社葬費 10,029 

(1）販売費  

販売促進費 96,624千円

運賃 36,395 

広告宣伝費 40,055 

給料手当 33,457 

賞与引当金繰入 2,958 

(2）一般管理費   

役員報酬 42,488 

給料手当 17,855 

賞与引当金繰入額 1,643 

減価償却費 4,172 

役員退職慰労金 27,140 

※２ 一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開

発費 

※２ 一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開

発費 

26,094千円 19,589千円 

※３ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

※３ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 
  

材料費 700,602千円

受取利息 1,906 

現物出資益 7,131 

材料費 619,627千円

受取利息 58 

    

※４ 主なものは以下のとおりであります。 ――― 

過年度消費税還付額 11,987千円

※５ 主なものは以下のとおりであります。 ――― 

過年度輸入関税補正 1,839千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 
（その他） 

11,089 5,014 6,075

ソフトウェア 9,987 5,992 3,995

合計 21,076 11,006 10,070

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品
（その他） 

11,089 7,231 3,857 

ソフトウェア 9,987 7,990 1,997 

合計 21,076 15,222 5,854 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してい

ます。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 4,215千円

１年超 5,854千円

合計 10,070千円

１年内 4,215千円

１年超 1,639千円

合計 5,854千円

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しています。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 4,215千円

減価償却費相当額 4,215千円

支払リース料 4,215千円

減価償却費相当額 4,215千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

同左 



（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）に

おける子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  



（税効果会計関係） 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

(1）繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は次のとお

りです。 

(1）繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は次のとお

りです。 
  

  

繰延税金資産  

賞与引当金 3,050千円

外形標準課税 904千円

繰越欠損金 170,467千円

繰延税金資産小計 174,423千円

評価性引当額 △152,400千円

繰延税金資産合計 22,022千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 19,650千円

繰延税金負債合計 19,650千円

繰延税金資産  

賞与引当金 3,249千円

外形標準課税 436千円

その他 3,294千円

繰越欠損金 165,883千円

繰延税金資産小計 172,861千円

評価性引当額 △156,617千円

繰延税金資産合計 16,243千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 37,872千円

繰延税金負債合計 37,872千円

(2）法定実効税率と「税効果会計適用後の法人税等の負

担率」との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

(2）法定実効税率と「税効果会計適用後の法人税等の負

担率」との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 
  
法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

住民税均等割 1.9％ 

評価性引当金の増減 △24.2％ 

その他 2.5％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.9％ 

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を

しておりません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 485円66銭

１株当たり当期純利益 13円43銭

１株当たり純資産額 479円54銭

１株当たり当期純損失 4円81銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 

  
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純損益（千円） 30,425 △10,913 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損益（千円） 30,425 △10,913 

期中平均株式数（株） 2,265,000 2,264,701 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

  

日清食品株式会社 49,486 180,129 

株式会社三井住友フィナンシャルグル
ープ 

6 8,970 

旭硝子株式会社 3,550 6,244 

株式会社菱食 1,400 4,536 

株式会社ハネックス 22,050 4,035 

安藤建設株式会社 5,000 1,685 

小計 81,493 205,600 

計 81,493 205,600 



【有形固定資産等明細表】 

（注）「当期減少額」欄の（）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

  

【資本金等明細表】 

（注）当期末における自己株式数は、800株であります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産   

建物 329,614 285 － 329,899 228,241 5,628 101,657

構築物 10,654 － － 10,654 9,476 119 1,177

機械及び装置 203,988 198 2,133 202,053 189,334 1,161 12,719

車両運搬具 3,059 － － 3,059 2,904 19 155

工具器具備品 29,547 － 355 29,192 27,292 216 1,899

土地 467,107 － － 467,107 － － 467,107

有形固定資産計 1,043,972 483 2,488 1,041,967 457,249 7,145 584,717

無形固定資産   

電話加入権 1,454 － 612 841 － － 841

   (569)  

無形固定資産計 1,454 － 612 841 － － 841

   (569)  

長期前払費用 42 120 42 120 10 10 109

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 413,250 － － 413,250

資本金のうち
既発行株式 

普通株式 （株） （2,265,000） （－） （－） （2,265,000）

普通株式 （千円） 413,250 － － 413,250

計 （株） （2,265,000） （－） （－） （2,265,000）

計 （千円） 413,250 － － 413,250

資本準備金及
びその他資本
剰剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金 （千円） 273,950 － － 273,950

合併差益 （千円） 5,000 － － 5,000

計 （千円） 278,950 － － 278,950

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 67,800 － － 67,800

（任意積立金）    

別途積立金 （千円） 200,000 － － 200,000

計 （千円） 267,800 － － 267,800



【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

  

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 61 78 － 61 78

賞与引当金 7,495 7,985 7,495 － 7,985



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）期日別内訳 

  

区分 金額（千円）

現金 522 

預金の種類 

当座預金 17,307 

普通預金 62,532 

定期預金 6,098 

小計 85,939 

合計 86,461 

相手先 金額（千円）

三井物産株式会社 5,042 

株式会社菱食 4,572 

大黒食品工業株式会社 1,075 

東亜商事株式会社 764 

高瀬物産株式会社 481 

その他 246 

合計 12,182 

期日別 金額（千円）

平成18年４月 9,114 

５月 3,068 

６月以降 － 

合計 12,182 



③ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれております。 

  

④ 製品 

相手先 金額（千円）

日清食品株式会社 189,190 

国分株式会社 24,601 

株式会社日本アクセス 12,502 

株式会社菱食 8,791 

株式会社タジマヤ 5,821 

その他 25,012 

合計 265,919 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

387,427 1,385,262 1,506,770 265,919 85.0 86.0 

品名 金額（千円）

麦茶 13,640 

杜仲茶・ウーロン茶等 4,411 

ビーフジャーキー・牛肉瓶詰等 6,239 

レトルト具材 32,964 

乾燥野菜 7,869 

乾燥肉 6,014 

乾燥油揚 305 

その他 664 

合計 72,109 



⑤ 半製品 

  

⑥ 原材料 

  

⑦ 貯蔵品 

  

⑧ 前渡金 

  

⑨ 関係会社出資金 

品名 金額（千円）

麦茶 1,197 

杜仲茶・ウーロン茶等 650 

合計 1,848 

品名 金額（千円）

麦茶 4,470 

杜仲茶・ウーロン茶等 6,944 

ビーフジャーキー・牛肉瓶詰等 2,595 

スープ・だしのもと 1,471 

レトルト具材 1,199 

乾燥肉 1,399 

乾燥油揚 622 

コーヒー 316 

合計 19,021 

品名 金額（千円）

予備株券 146 

会社案内 409 

合計 555 

相手先 金額（千円）

チンタオ石垣食品有限公司 101,116 

その他 27 

合計 101,143 

相手先 金額（千円）

チンタオ石垣食品有限公司 240,796 

ウェイハン石垣食品有限公司 39,967 

合計 280,763 



⑩ 支払手形 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）期日別内訳 

  

⑪ 買掛金 

  

⑫ 短期借入金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

相手先 金額（千円）

有限会社平山彦七商店 4,716 

日本マタイ株式会社 3,292 

中村製粉株式会社 5,484 

森紙販売株式会社 2,442 

小津産業株式会社 1,525 

その他 4,640 

合計 22,101 

期日別 金額（千円）

平成18年４月 6,119 

５月 5,935 

６月 10,046 

７月以降 － 

合計 22,101 

相手先 金額（千円）

ウェイハン石垣食品有限公司 7,778 

日清食品株式会社 6,965 

チンタオ石垣食品有限公司 5,298 

東京税関 4,930 

中村製粉株式会社 3,084 

その他 10,458 

合計 38,515 

相手先 金額（千円）

㈱みずほ銀行 200,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 100,000 

㈱山口銀行 100,000 

合計 400,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

（注）平成18年６月29日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりました。 

 当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告ができない場合は、東

京都において発行する日本経済新聞に掲載して行う。 

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社  本店 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社 

取次所 東京証券代行株式会社 営業所各取次店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき200円とその発行に要する印紙税相当額を加えた額 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社  本店 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社 

取次所 東京証券代行株式会社 営業所各取次店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 単元株主に対し、年１回当社製品セットを贈呈



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第48期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書 

 （第49期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月22日関東財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

 平成17年５月９日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成17年６月29日

石 垣 食 品 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている石垣食品株式会社の

平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰

余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、石垣食品株式会

社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 本 克 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 村 一 晴 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年６月29日

石 垣 食 品 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている石垣食品株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰

余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、石垣食品株式会

社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より固定資産の減損に係

る会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 細 井 和 昭 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 村 一 晴 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成17年６月29日

石 垣 食 品 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている石垣食品株式会社の

平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第48期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及

び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、石垣食品株式会社の

平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 本 克 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 村 一 晴 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年６月29日

石 垣 食 品 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている石垣食品株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第49期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及

び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、石垣食品株式会社の

平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 細 井 和 昭 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 村 一 晴 
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